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藤女子大学人間生活学科主催 
家庭科・福祉科出張授業の実施について 
 
 
 2017 年度より，人間生活学科による独自の出張授業を道内高等学校家庭科・福祉科を対
象として実施した。これは 2017 年４月の学科会議で決定をし，実施する運びとなった企
画である。 
 藤女子大学入試課が企画する出張講義はこれまでも，人間生活学科の教員を含む専任教員
全員が高校生のニーズに対応して自らの専門分野でテーマを設定してきた。年数回，人
間生活学科教員も各高等学校の進路指導部より依頼を受け全道の高等学校に赴いてきた。
しかし，その多くの場合，それらは大学紹介の一環として，高等学校では「総合的な学習
の時間」内で高校生の進路選択の目安の一つとして，講義を行ってきた。 
 一方で，今回企画した人間生活学科主催の出張授業は，その案内状を家庭科・福祉科教
員に直接，送付している点が，これまでと異なる点である。つまり，高等学校の家庭科・
福祉科教員免許状取得を目的とした教職課程をもつ人間生活学科にとって，北海道内の家
庭科・福祉科の教科教育に少しでも貢献し，その結果として，本学科の特色を高等学校教
員や高校生に知ってもらいたいと考えたのである。 
 そのため，今回，依頼があった出張授業では，家庭科・福祉科の授業の一部として実施
したケースが多い。ただし，家庭科・福祉科の教科の性質上，教科横断型の総合的な内容
も含むため，総合的な学習の時間の一環として依頼を受けたケースもある。しかし，これ
までの入試課の出張講義とは異なり，他大学の教員による出張講義と同時進行するような，
高校生の進路選択の一環として依頼を受けたケースは少ない。依頼のうち幾つかは，管内
の家庭科教員の研修会の「模擬講義」として，複数の家庭科教員の前で授業をしている。 
 今年度は，実施初年度であり，案内の送付も６月になったため実際に高校からの依頼が
あるかは不安であった。しかし，11 月末現在で北海道内の 15 校から問い合わせがあり，
実際に 11 校での出張授業が実現している。出張授業が実現していない４校は，資料のみ
の請求や日程調整が出来なかったなどの理由となっている。 
 現在のところ，来年度以降も実施予定ではあるが，そのためには幾つかの課題を克服し
なければならない。第一に，日程調整に関する課題である。高等学校の授業期間は，大学
でも授業をしている。そのため高校から依頼があっても，大学教員の日程調整ができず，
実施に至らなかったケースもあった。大学が長期休暇中で，高等学校が授業を実施して
いるのは８月下旬から９月中旬と限られた期間である。今後は両者の日程調整を簡易化す
るためにも，開催期間を同時期に限定する試みをすべきと考えている。 
 第二に，中規模・大規模校からの出張授業依頼への対応である。今回，地方の小規模校
からの依頼が大部分であった。つまり，一学年に複数クラスがある場合，「どのクラスで出
張授業をするのか」という簡単な課題に，学科は気づいていなかったのである。そのため，
依頼によっては複数回の授業の可能性，指導案や配布資料を持参し当該学校の家庭科担当
教員が授業をしてよいのかとの問い合わせもあった。そのようなニーズに対応するきめ細
かい配慮も，今後は考慮しなければならないと考えている。 
 いずれにしても，来年度以降も道内家庭科・福祉科教育に対する貢献を学科全体で考え
ていきたい。 
 
伊井 義人（藤女子大学人間生活学部） 
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講師 講義概要 時間 家庭科・福祉科教育とのつながり 教科書・指導要領 貴校でご用意いただきたいもの
1 人生ゲームで考えよう！ 飯村 生涯発達と生活課題を高校生の人生設計とあわせて，グループ学習を取り入れた授業です。 50分
高等学校家庭科・生活
課題と生活設計
家庭基礎・家庭総合 特になし
2 給与の中身？ 飯村 給与明細票をとおして家庭の経済活動の位置と収入・支出について分かりやすく講義します。 50分
高等学校家庭科・家庭
の経済
家庭基礎・家庭総合 特になし
3 ローンはどうする？ 飯村 ローンは借金であることや，金利負担の大きさについて考えます。 50分
高等学校家庭科・家庭
の経済
家庭基礎・家庭総合 特になし
4 「消費者基本法」の理解にむけて 飯村
わが国の消費者保護行政の流れと消費者基本
法，消費者の権利義務について，実践的な教材
を用いて考えます。
50分 中学校・高等学校・消費者の権利と義務
技術・家庭（家庭分野）
家庭基礎・家庭総合 特になし
5 洋服と和服のひな形を紙でつくろう～平面構成・立体構成とは～ 長尾
わたしたちが日常着とする洋服，成人式や結婚
式など特別な日に着る和服，二つの構成の違
いをひな形（ミニチュア）制作を通して考えましょ
う。
90分 高等学校家庭科・被服の構成
技術・家庭（家庭分野）
家庭基礎・家庭総合 ハサミ，セロハンテープ，プロジェクター
6 被服材料は日々改善されている～ポリエステルの例～ 長尾
快適な衣生活を送るため，被服材料に加工や
処理を施すことがあります。ここでは吸汗性・速
乾性にすぐれた高吸水性ポリエステルと通常の
ポリエステルを用いて吸水実験を行い，被服材
料の加工例をみていきましょう。
50分 高等学校家庭科・被服材料の性能の改善
技術・家庭（家庭分野）
家庭基礎・家庭総合 水
7 ファッション雑誌の今昔 長尾
皆さんは衣服を選ぶのにファッション雑誌を参
考にしますか？紙が貴重だった時代の人々は
どのように流行を知ったのでしょうか。西洋の
ファッションドールや日本のひな形本をみなが
ら，昔と今の衣服の流通の違いについて考えま
しょう。
50分 高等学校家庭科・被服の購入
技術・家庭（家庭分野）
家庭基礎・家庭総合 プロジェクター
8 食べ物のDNAをみてみよう 岡崎
食品のDNA抽出実験の方法について紹介しま
す。また実験を通して，遺伝子と食品との関係
や食品のバイオテクノロジーについて解説しま
す。
50分 高等学校家庭科・食品の性質
技術・家庭（家庭分野）
家庭基礎・家庭総合
調理実習室でグループ学習（１グループ
3～6人）を行います。
各グループでご用意いただくもの：バナ
ナ1本，コーヒー用ペーパーフィルター1
枚，プラスチックコップ1個，食塩，計量
カップ，計量スプーンなど
9 牛乳からフレッシュチーズを作ろう 岡﨑
牛乳から簡単にできるフレッシュチーズ作りをと
おして，牛乳の加工や，たんぱく質の性質を学
びます。
50分 高等学校家庭科・食品の成分の特徴
技術・家庭（家庭分野）
家庭基礎・家庭総合
調理実習室でグループ学習（１グループ
3～6人）を行います。
各グループでご用意いただくもの：牛乳
500cc，お酢またはレモン汁３０㏄，鍋，
ボウル，ザル，計量カップ，計量スプー
ン，さらしもめんなど
10 食べ物の輸入が途絶えたら？～食料自給率を考えよう～ 岡﨑
日本の食料自給率と世界の自給率を比較し，
現代の食糧事情を理解します。また，フードマイ
レージの学習を通して，食生活と環境との関係
を考えます。
50分 高等学校家庭科・食生活と環境 家庭基礎・家庭総合 プロジェクター
11 世界の住まい日本の住まい 田中
日本と世界の住まいを比べながら，気候風土と
住まいとの関係について学びます。プロジェク
ターによる映像と模型を用いて視覚と触覚を使
いながら体験的に学び自分の地域の住まいを
見つめなおします。
50分 高等学校と中学校・気候風土と住まい
技術・家庭（家庭分野）
家庭基礎・家庭総合 プロジェクター
12 災害への備えと住生活 田中
安全な住生活をつくるために，自然災害とくに地
震への備えについて考えてみます。家庭内の危
険な場所の確認や防災袋の備えについて専用
キットを使って体験的に学びます。
50分
高等学校・安全で環境
に配慮した住生活と防
火・耐震，中学校・自
然災害への備え
技術・家庭（家庭分野）
家庭基礎・家庭総合 プロジェクター
13 騒音計からみえる音環境 田中
室内環境と住まいの管理について，実際の音と
感じる音について考えてみます。騒音計を持参
しますので，学校の中の音を図ってもらいなが
ら活動をします。
50分 高等学校・安全で環境に配慮した住生活 家庭基礎・家庭総合 プロジェクター
14 タッチ・ザ・福祉用具 橋本
障がい者の自立や介助負担の軽減のために多
種多様な福祉用具が流通しています。身近な食
器やスプーンなどの自助具を例に，活用や意義
を考えてみませんか。
50分 高齢者の介護
福祉
家庭基礎・家庭総合
プロジェクター
福祉用具（食器，スプーン，フォーク等）
を持参します。
15 住宅改修・バリアフリを考える 橋本
麻痺や障がいの対策で増えている住宅改修や
バリアフリー化について，汎用される段差解消
や手すりの設置などを例に，方策や考え方を学
びます。
50分 高齢者の介護
福祉
家庭基礎・家庭総合 プロジェクター
16 高齢者の住まい 橋本
高齢期の住まいかたが多様化しています。特別
養護老人ホームなどの公的な高齢者福祉施設
のほか，各種の有料老人ホームやサービス付
き高齢者向け住宅が急増しており，これらの特
徴を確認しつつ，今後の高齢期の住まいについ
て考えます。
50分 高齢者の介護
福祉
家庭基礎・家庭総合 プロジェクター
17 高齢者を差別したことはありませんか？ 若狹
高齢者とはどのような人でしょうか。お金持ち，
頑固，足腰が弱っているなどでしょうか。また，
わが国には「敬老の日」があります。高齢者を
敬うとはどのようなことでしょうか。本講義では，
高齢者に対するイメージが，様々な場面で偏見
や差別につながり社会問題にもなることを学び
ます。
50分 高齢者の生活と社会
福祉
家庭基礎・家庭総合 特になし
18 大学教授…ときどきイクメン 伊井
2016年に育児休業制度を活用した実体験や
日々の生活から，育児に対する「男性」としての
立ち位置，家族との協力の在り方を中高生と一
緒に考えてみたいと思います。
50分 ライフステージ，家族や子育て
技術・家庭（家庭分野）
家庭基礎・家庭総合 プロジェクター
19 消費者市民社会とフェアトレード 内田
現代では，様々な社会問題に消費者として能動
的・積極的に関わることが求められています。こ
うした消費者市民社会論の観点から，フェアト
レードについて講義します。
50分 消費生活 家庭総合・家庭基礎 プロジェクタ，スクリーン，場合によって延長電源ケーブル
20 生活と学習上の課題と価値観の自己検討 船木
１）生徒自身が日常的な生活を学習するうえで，
今，「問題（課題）だ」と思っているさまざまな事
柄を分析・検討します。又は，２）普段，自分が
意識している生活と仕事（学習）の価値観，逆に
意識していない価値観を明確にして，今後の生
活や学習スタイルを考えます。
50分 生活設計・ホームプロジェクトと学校
技術・家庭（家庭分野）
家庭基礎・家庭総合 教材だけの提供も可能です。
講義名
2017年度　藤女子大学人間生活学科　家庭科・福祉科　出張授業一覧
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実践例１ 
給与の中身？ 
担当者：飯村 しのぶ 
給与の中身？
      給与明細をとおして家庭の経済活動の位置と収入・支出の構成について学習しよう！ 
教科書：東京書籍―自立・共生・創造― 平成28年版  pp.172.173.176 
１．給与明細の項目について調べよう 教科書p.173
（大卒、入社2年、独身の正社員の場合） （週40時間、1日8時間を超過）/（1ヶ月60時間を超過・深夜勤務など） 
＜給与明細の解説＞
・給 与：基本給 ＋ 諸手当（役職手当・住宅手当・家族手当・時間外手当・通勤費など）
・基 本 給：基本となる給料(職種・企業規模・職務内容・年齢・勤務地などにより会社が決定) 
・総 支 給 額 : ＝ 基本給 ＋ 諸手当 ＝ ２６３，１３０円 ⇒ 実 収 入
      例）でも月末になって給与が足りなくて貯金を2万円下ろした場合は？ ⇒ 実収入以外の受取
教科書p.172 2 収入と支出の構成 へ進む
※ 収入の構成 〔実収入＋実収入以外の受取＋繰入金〕
・総 支 給 額に含まれていても使えないお金がある ⇒ 非 消 費 支 出
社会保険料 …… 健康保険料 （けがや病気などの備え） 
                  厚生年金保険料 （老後の備え）
非消費支出 雇用保険料 （無職になった時失業保険としてもらえる）
介護保険料 （40歳以上から徴収される） 
税 金 …… 所得税  （その月の課税対象額に応じて支払う） 
住民税 （前年の所得に応じて支払う）     直接税 
※ 労働組合費は任意。 
非消費支出はどこへ行く？
教科書p.176 国民経済と国際経済
税金・社会保険料は、家計から国・地方公共団体へ ⇒これに対して家庭には社会保障〔公共の福祉〕
基本給 役職手当 住宅手当 家族手当
時間外手当
（125％）
時間外手当
（150％）
通勤費 総支給額
212,500 0 15,000 0 19,560 0 16,070 263,130
残業時間
（125％）
残業時間
（150％）
遅刻早退回
数
12 0 0回
健康保険料
厚生年金保
険料
雇用保険料 介護保険料 所得税 住民税 労働組合費 総控除額
9,306 19,221 1,315 0 5,410 11,100 2,000 48,352
214,778
給与から天引
きされる金額
実際に手元に
入る金額
会社側が支払
う総額
支
給
額
勤
怠
控
除
額
差引支給額
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＜いったい1ヶ月いくらで生活できるの？＞
・実 収 入― 非 消 費 支 出 ＝ 可 処 分 所 得 （教科書p.172 l.14）
※ 可処分所得を計算しよう！
263,130円 － 46,352円（48,352 － 2,000）＝ ２１６,７７８円
可処分所得は自分で自由に使い道が決められる 
可処分所得を家庭では 消費と貯蓄に分ける〔平均消費性向：約73％、平均貯蓄性向：約27%〕 
※ 支出の構成 〔実支出＋実支出以外の支払＋繰越金〕
↓
消費支出（10大費目）＋非消費支出    預貯金・保険料・土地家屋借金返済など 
＜参考表＞ 2014年の家計収支の状況 ⇒ 教科書p.172の１にも展開可能
 消費支出の10大費目  
             ・エンゲル係数 ＝食料費 / 消費支出 ×１００ 
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＜給与の中身？＞ 
 
                       年   組  名前         
 
 
☆ 次の空欄に適する用語を入れてください！ 
 
１．給与の中身 ＝       給 ＋ 諸       当  
２．総支給額 ＝              収  入 
   翌月の給料日前に不足して２万円貯金をおろしてしまったのは? 
＝             以外の受取  
３．総支給額のうち使えないお金は    ⇒         と  税     金 
     ・けがや病気などの備え    ⇒       料 
     ・老後の備え         ⇒       料 
     ・失業したときの備え     ⇒       料 
     ・介護が必要になった時の備え ⇒      料（  歳以上から徴収） 
     ・税  金          ⇒       税＋      税 
４．      所 得 ＝ 総支給額 －       料 －     金 
 
《自由に書いてください》 
Ａ：この授業で理解したことは何ですか？ 
 
 
 
Ｂ：この授業の内容のどこに関心を持ちましたか？ 
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実践例２ 
「消費者基本法」の理解にむけて（１） 
 
担当者：飯村 しのぶ 
 
「消費者基本法」の理解にむけて 
   わが国の消費者行政の流れと消費者基本法の成立経緯，消費者の権利と責任，消費者と企業や行政との 
かかわりについて実践的な教材を用いて考えよう。 
 
１．消費者問題というとあなたはどのような問題を知っていますか？ 
    昔：古典的消費者問題 
    今：構造的消費者問題 
◎ 日本の戦後における代表的な消費者問題 
・消費者の命や健康にかかわる問題 
       ①森永ひ素ミルク事件（s.30） ②ニセの牛缶事件(s.35) ③サリドマイド事件（s.37） 
     ・商品の欠陥・有害物の添加・混入の問題 ⇒ 粉末ジュース，合成着色料，合成甘味料 
     ・消費者信用をめぐる問題 ⇒ サラ金，クレジット問題 
     ・サービス取引にかかわる問題 ⇒ 老人ホーム，スポーツクラブ，英会話塾 
     ・地球環境にかかわる問題 ⇒ フロンガス，地球温暖化，ゴミ問題， 
・消費者取引にかかわる問題 ⇒ 通信販売・訪問販売・悪質商法 
 
２．消費者立法の時代（1960年代～） 
    1962年：レイチェル・カーソンが「サイレント・スプリング」（沈黙の春）出版  資料 １ 
         「アメリカでは，春が来ても自然は黙りこくっている。いつもだったら……いろんな鳥の鳴き声が響わたる。 
……全ては人間が自ら招いた禍だった。」 
          第二次大戦の落とし子（DDTなど化学薬品の開発は，人間を殺そうと研究されたもの） 
          レイチェルはアメリカの製薬会社に訴訟を起こす（企業を訴える） 
    1962年：アメリカ大統領ケネデイがこの問題をとりあげる ⇒「消費者利益の保護に関する大統領特別教書」 
         消費者の４つの権利  資料 ２ 
    1975年：消費者教育を受ける権利：アメリカフオード大統領 
1960年：国際消費者機構（1995年名称変更 ＣＩ：Consumers International） 
         消費者の８つの権利・５つの責任  資料 ３ 
 
３．消費者保護基本法から消費者基本法へ 
    1968年：消費者保護基本法 
         事業者  ＞  消費者  力関係で弱い消費者を保護，事業者を規制 
    2004年：消費者基本法   資料 ４ 
           事業者  ＝  消費者 
消費者は積極的に市場に参加し，自らの利益を確保するよう行動する〔消費者の自立を支援〕 
   ※ 消費者基本法の基本理念として，第２条に（消費者の権利）がはじめて明記された。 
 
４．「安全」が脅かされた最近の事件（消費者基本法 第２条の ③安全が確保される権利） 
     2000年：雪印食中毒事件 
      2002年：食肉・加工食品の偽装表示が相次ぐ 
      2006年：パロマガス湯沸かし器による死亡事故 
      2007年：不二家の期限切れ原材料使用問題 
          ミートホープ社の牛ミンチ偽装事件 
          メタミドホス冷凍餃子事件 
          こんにゃくゼリーで再び死亡事故 
       その他， 赤福事件，吉兆事件 など 
 
５．「消費者の安全を求める権利」からみると，どこに問題があったのでしょうか？ （グループワーク・発表） 
   事例１：冷凍ギョーザ事件    事例２：こんにゃくゼリーでまたも死亡事故  （プリント配布） 
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「消費者の安全を求める権利」から見ると，どこに問題があったのでしょうか？（例） 
 
１）各自，２つの事例についてそれぞれ「企業側」「行政側」「消費者側」の立場や問題点について書き出しましょう。 
２）自分のまとめた内容を，事例ごとにグループで検討し，確認しあってください。 
３）自分の意見以外の意見があれば，赤色で書き加えましょう。 
 
事 例 企 業 側 行 政 側 消 費 者 側 
事例１： 
冷凍ギョーザ事件 
・被害の重要性を軽視 ・情報提供よりも政治的判断を優先 ・企業を過信 
・危機管理能力の欠如   
   
事例２： 
こんにゃくゼリーで 
またも死亡事故 
・法的規制が無いことを理由に 
販売継続 
・法的規制が縦割り行政 ・まあ，おいしい 
・販売禁止の国もある ・ダイエット志向 
・｢食べないで」警告マーク  
・子ども･高齢者が食べる際の 
注意 
 
 
 
 
｢消費者基本法｣の理解にむけて ―消費者・企業・行政の立場から― 
 
                             年   組  名前          
 
１．わが国の戦後の代表的な消費者問題を３つあげよう！ 
   １） 
   ２） 
   ３） 
 
２．ケネデイ大統領の消費者の４つの権利とは？ 
   １） 
   ２） 
   ３） 
   ４） 
 
３．消費者保護基本法と消費者基本法はどこが大きく違うのでしょうか? 
 
 
 
《自由に書いてください》 
 
Ａ：この授業で理解したことは何ですか？ 
 
 
 
Ｂ：この授業内容のどこに関心を持ちましたか？ 
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実践例３
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実践例４ 
高齢者の住まい 
 
担当者：橋本 伸也 
 
１．高齢社会の動向 
１）人口の推移 
 最新の資料（総務省統計局）では，平成 29 年９月 15 日時点のわが国の総人口は１億
2,671 万人，高齢化率 27.7％となっている。女性の平均寿命が長いことから，とくに後期
高齢者の男女比の違いが目立つ（表１）。 
 
表１ 65 歳以上高齢者の人口割合 （平成 29 年９月 15 日） 
 
                    65 歳以上 75 歳以上  85 歳以上  95 歳以上  （万人） 
        男女計     3,514     1,747       545       48 
           男        1,525        683       167        ８ 
           女        1,988     1,064        378     40 
 
 
 また，総人口は平成 20 年がピークで，平成 23 年以降は減少が続いている。これに対し，
高齢者人口は増加の一途をたどっている（図１）。 
 
図１ 総人口及び高齢者人口の推移（平成 12 年～29 年） 
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２）高齢者向けの施設整備 
 高齢者の福祉・介護をめぐって，福祉施設の整備が課題となっている。高齢者のための
入居施設は次の①～⑨が主要であり，平成 26 年度の入居定員の合計は約 185 万である。 
 ①特別養護老人ホーム      538,900 
 ②老人保健施設         352,300 
 ③介護療養型病床          66,100   ←廃止の方向 
 ④認知症対応型共同生活介護 184,500   ←実質は施設だが“居宅サービス” 
  （グループホーム） 
 ⑤養護老人ホーム             65,113 
 ⑥軽費老人ホーム             91,474 
（A型，B型，ケアハウス） 
 ⑦有料老人ホーム        387,666 ←監督は受けるが“社会福祉施設”ではない 
  （介護付，住宅型，健康型の３タイプ） 
 ⑧サービス付高齢者向け住宅  158,579  
（略称，サ高住） 
 ⑨高齢者生活福祉センター 不明（僅少）←過疎地での集住対策として注目されている 
（生活支援ハウス） 
 
３）「サービス付き高齢者向け住宅」の登場 
 サービス付き高齢者向け住宅（略称，サ高住）は，「高齢者住まい法」（平成 13 年）を
平成 23 年に改正して新たに登場した高齢者向けの集住施設である。サ高住の要件は，居室
床面積が原則 25 ㎡以上，各専用部に台所，水洗トイレ，収納，洗面・浴室を備えたバリア
フリー構造で，建物に各種の介護保険事業所の併設を認めている。また，日中は建物に担
当職員が常駐して安否確認や生活相談などのサービスを提供することなども登録の要件で
ある。サ高住は，国土交通省と厚生労働者が建設を助成して増設を推進しており，2020 年
までに 60 万戸を目ざすことになっている。 
 サ高住が登場して数年経つが，関東・関西の都市圏と北海道で急増が目立っている。単
身高齢世帯が増える中で，サ高住に食事提供や清掃･洗濯等の家事援助などの生活支援を組
み合わされることにより，利用者にとって身近な「住まい」の選択肢となっている。 
 しかし，賃貸料や契約の問題，あるいは要介護度が上がったり病状が変わる場合の住ま
いの継続性や質の確保についての問題を内包している。また，利用料が月額 20 万円前後と
なることから，新設数は伸び悩んでいる。経済的にこの支払いができる層は有料老人ホー
ムを選択する傾向がある。 
 
２．わが国の“高齢者の住まい”をめぐる動向 
１）住宅政策 
 高度経済成長期以降，核家族化の進行と相まって，戸建てのための宅地造成や，大都市
近郊の大規模団地建設が急ピッチで進められた。このため，わが国は持ち家率が高くなっ
ている。25-29 歳では 11.6％，30 代前半 28.9％であるが，40 代前半では 56.6％，50 代前
半 69.0％へと急速に増え，75 歳以上では 81.5％が持ち家である（総務省統計局「住宅・土
地統計調査」）。 
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２）介護保険からみた高齢者の住まい 
 介護保険の第１号被保険者 3,168 万人のうち，3,074 万人（97％）は在宅で生活してい
る。つまり，高齢者の９割以上は在宅で生活していることになる。 
 さらに，要介護認定者 566 万人については，472 万人（83.4％）が在宅介護を受けてい
る。つまり，要介護状態にある高齢者も，約８割は在宅生活を送っている（社会保障制度
審議会介護保険部会資料）。 
 
３．住まいと生活に関する介護保険施策の動向 
 近年，介護保険制度のあり方を巡る議論から「住まい」の問題を分離する動きが強まっ
ている。本来，介護保険制度は居宅介護や施設介護の給付システムであり，高齢期の住ま
いの確保や提供は介護保険制度とは別次元の問題である。 
 また，“限界集落”の問題や，過疎地域に介護保険サービスをどのように行き届かせる
かという方法の議論を混在させると，超高齢社会へ向かうための介護保険の制度設計の議
論が進まなくなる。 
 しかし，過疎化の進行だけではなく，都市部の中の生活の孤立化も進んでいる。そうし
た状況下にあっても日々の生活は続き，安寧は守らなければならない。仮に「暮らし」や
「住まい」は個人の選択や経済状態の結果であるといっても，共生社会のもとでは生活の
安全・安心につながる支援をどのように行き届かせるかが重要課題であることに変わりは
ない。多数のためだけではなく，少数の，あるいは少数化する状況下の人々の生活に着目
し，介護保険制度の方向性や地域特性との関係を含めて，生活支援のあり方，支え方につ
いての議論が必要である。 
 
４．地域包括ケアの時代へ 
 平成 22 年３月の「地域包括ケア研究会報告書」（平成 21 年度老人保健健康増進等事業）
で報告された“地域包括ケア”の推進は，次の第７期，第８期計画あたりまで継続して取
り組むべき課題として位置づけている。 
 さらに，平成 25 年３月の「地域包括ケア研究会報告書～地域包括ケアシステムの構築に
おける今後の検討のための論点」（平成 24 年度老人保健健康増進等事業）においては，「地
域マネジメントに基づく“ケア付きコミュニティ”の構築」という標題のもとに様々な整
備課題が掲げられている。 
 高齢者のための施設整備は衆目を集めがちで喫緊の課題であることには違いないが，か
たや８～９割におよぶ地域の生活も安全で安心できるものにしていかなければならない。
介護･医療に限らず，生活支援，福祉サービス，住まい，コミュニティなど，様々な地域福
祉をめぐる検討が求められている。 
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